
        せとらカフェ事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 市は、認知症の人や家族が互いに交流や情報交換をするとともに、家

族の介護の負担を軽減し、認知症状の悪化を予防し、又は地域で認知症を啓

発することを主たる目的として実施するせとらカフェ（せとらカフェ登録事

業実施要綱（以下「要綱」という。）第２条及び第３条に規定する「せとらカ

フェ」をいう。）を運営する団体又は個人に対し、予算の範囲内において、せ

とらカフェ事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付する。 

 （補助対象事業） 

第２条 補助の対象となる事業は、次の表に定める事業とする。 

種類 補助対象事業 

せとらカフェ新規開

設事業 

せとらカフェを新規に開設することにより、認知症の

本人及び家族、地域住民、専門職等地域の誰もが気軽

に集い、相互交流や情報交換、介護負担の軽減、症状

の悪化の予防につなげることを目的とした事業。 

交流推進事業  せとらカフェにおいて、要綱第２条に規定する目的

を達成するために月１回以上定期的に交流会及び情報

交換会、講座、相談会等を開催する事業。 

 （補助金交付の要件） 

第３条 補助金の交付を申請することができる者は、補助事業の実施に当たっ

ては、次の各号に定める要件を全て満たさなければならない。 

⑴ せとらカフェ登録事業に登録されていること。 

⑵ 市内に活動拠点を有し、５名以上が活動できるスペースがあり、かつ市

の配布する認知症関連の啓発物品（チラシ、書籍等）を設置することがで

きる環境であること。 

⑶ ３年以上継続実施できること。 



⑷ 参加者については、知人及び自らの主たる事業の利用者だけでなく、地

域に広く募集すること。 

⑸ 当事業において、市から他の補助金の交付を受けていないこと。 

⑹ 市税の滞納がないこと。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、せ

とらカフェの運営に直接要する次の表に定める経費とする。ただし、次の各

号に掲げる経費は除くものとする。 

⑴ 団体等の運営にかかる経費 

⑵ 団体等の構成員の人件費謝礼等 

⑶ 団体等の構成員による会合の飲食費等 

⑷ せとらカフェの運営以外の経費と識別することが困難な経費 

⑸ 特定の個人が所有し、又は占有する物品の購入に要する経費 

⑹ 愛知県及び市の他の補助金等の交付を受けている経費 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認める経費 

（補助金の額及び補助期間） 

第５条 補助金の額及び補助期間は、次の表に定める額及び期間とする。ただ

し、交流推進事業については、申請年度のうち、事業が１年に満たない場合

の限度額は、事業を開催した月数を１２で除して得た数に限度額を乗じて得

た額とする。 

 

種類 補助対象経費 

せとらカフェ新規開

設事業 

消耗品費、印刷製本費、備品購入費 

交流推進事業  報償費、人件費、消耗品費、印刷製本費、光熱水費、

保険料、手数料、通信運搬費、使用料及び賃借料、そ

の他市長が適当と認める経費 



種類 補助金の額 補助期間 

せとらカフェ新規

開設事業 

新規に開催する場合におけ

る初期費用として、開設に

要する交付対象経費の合計

額とし、１か所当たり年額

３万円を限度とする。 

せとらカフェを開設する

年度内１回限り。 

交流推進事業 事業に要する交付対象経費

の合計額から事業の実施に

より得た額を控除した額

（補助金の額に１，０００

円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てる。）と

し、１か所当たり年額６万

円を限度とする。 

 

 （交付申請） 

第６条 補助金の交付を申請しようとする者は、せとらカフェ事業費補助金交

付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添え、市長に提出しなければな

らない。 

⑴ せとらカフェ事業計画書（第２号様式） 

⑵ せとらカフェ事業収支予算書（第３号様式） 

⑶ その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項の申請書は、事業を開始しようとする日の１０日前までに提出しなけ

ればならない。 

（補助金の交付又は却下の決定） 

第７条 市長は、前条に規定する申請があった場合は、その内容を審査し、補

助金の交付又は却下の決定をし、せとらカフェ事業費補助金（交付決定・申

請却下）通知書（第４号様式）により通知する。また、この場合において、



却下の決定をするときは、却下理由を付し通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた団体等（以下「交付決定

団体等」という。）は、補助金の交付を受けようとするときは、市長に対し、

せとらカフェ事業費補助金交付請求書（第５号様式）により請求するものと

する。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、速やかに補助金を交付するものとす

る。 

（事業の変更承認申請） 

第９条 交付決定団体等は、補助対象事業の内容変更及び補助対象経費の減額

変更をしようとするときは、あらかじめ、せとらカフェ事業費補助金変更承

認申請書（様式第６号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。

ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する軽微な変更とは、事業目的の達成に支障を来すこ

とのない事業計画の一部で、補助交付対象となる経費の総額の２０％以内の

変更をいう。ただし、経費の額に変更が生じる場合は、この限りではない。 

３ 市長は、第１項の承認には、必要に応じ条件を付し、これを変更すること

ができる。 

４ 市長は、第１項の申請を承認したときは、せとらカフェ事業費補助金変更

決定通知書（様式第７号）により、当該交付決定団体等に通知するものとす

る。 

（事業の中止の届出） 

第 10条 交付決定団体等は、補助対象事業を中止しようとするときは、せとら

カフェ事業費補助金中止届出書（様式第８号）を市長に提出しなければなら

ない。 

 （実績報告） 

第 11条 補助事業者は、せとらカフェ事業費補助金実績報告書（様式第９号）



に次に掲げる書類を添え、補助金の交付決定があった日の属する年度の３月

３１日までに市長に提出しなければならない。 

⑴ せとらカフェ事業報告書（第 10号様式） 

⑵ せとらカフェ事業収支決算書（第 11号様式） 

⑶ 事業に支出した領収書の原本 

⑷ 事業の実施内容が分かるもの（写真、チラシ等） 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

２ 交付決定団体等は、補助対象事業に係る経費について明確にするとともに

事業の完了した日の属する瀬戸市の会計年度終了後５年間、事業に関するす

べての書類を保存しなければならない。 

（補助金の確定交付） 

第 12条 市長は、前条第１項に規定する実績報告書の提出を受けた場合は、そ

の内容を審査し、適当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、補

助事業者にせとらカフェ事業費補助金交付確定通知書（第 12号様式）により

通知する。 

（補助金の交付決定の取消し及び返還） 

第 13条 市長は、交付決定団体等が、次の各号のいずれかに該当するときは、

経費の交付の決定の全部又は一部を取り消し、若しくは経費の額を減額し、

又は既に交付した経費の全部又は一部を返還させることができる。 

⑴ 交付を決定した団体が、法令、本要綱に違反したとき。 

⑵ 経費の交付に際して付した条件に違反したとき。 

⑶ 不正な手段により経費交付の決定、交付を受けたとき又はその事実が判

明したとき。 

⑷ 交付対象事業の執行方法が不適当と認められたとき。 

⑸ 第 10条に規定する届出があったとき。 

（経費の精算） 

第 14条 市長は、第 12条の規定により確定した経費の額が、第７条により交



付決定した経費の額に満たないときは、交付決定団体等に対し、その差額に

ついて期限を定めて返還を命じ、精算するものとする。 

（延滞金） 

第 15条 交付決定団体等は、第１３条又は前条の規定により経費の返還を命ぜ

られ、これを納期限までに納付しなかったときは、納期限の翌日から納付の

日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５パーセントの割合を

乗じて得た額を延滞金として市に納付しなければならない。 

２ 市長は、前項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、

延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

（補則） 

第 16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、市長が別に定

める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年１０月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年２月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第７条に規定する行為は、この要綱の施行の日前においても行うことがで

きる。 

（経過措置） 

３ 第５条の規定は、この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）以降に開

催する事業に係る経費について適用する。 

４ 平成２８年度においては、第５条中「６万円」とあるのは「３万円」と、「１

２」とあるのは「６」と、第６条中「当年度」とあるのは「施行日以降当年

度」と、第７条第２項中「開催日の３０日前」とあるのは「市長が定める期

日」と読み替えるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 


